大個審第 ４０号
（答申第１６３号）
                                                    平成２０年２月１３日

大阪府住宅供給公社　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府個人情報保護審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    会　長　　錦織　成史

個人情報の取扱いに関する意見について（答申）

　平成２０年２月１３日付け総第４２１号で諮問のありました「大阪府住宅供給公社賃貸住宅等における申込時及び入居後等の暴力団員情報の収集」に係る大阪府個人情報保護条例第５３条の２において準用する同条例第７条第５項に規定するセンシティブ情報の収集禁止の原則に対する例外事項については、審議の結果、下記事項に留意して、個人情報の保護に万全の措置を講じることを前提に、本件収集に関して例外事項に該当するものとして取り扱って差し支えないものと認めましたので、答申します。

記

１　本件個人情報の収集は、目的達成のため必要最小限とするとともに、収集に係る個人情報の管理には万全を期し、個人情報の漏えいの防止等のために必要な措置を講ずること。

　
２　警察から収集する暴力団員情報については、保護管理責任者を定め、厳格な管理体制を整備するとともに、その取扱に関与する職員は、あらかじめ保護管理責任者が定めた者に限定し、必要最小限の人数とすること。

　
３　公社賃貸住宅への入居及び駐車場の使用の申込者が、誓約書の提出や警察への照会（誓約書未提出の場合及び入居後に暴力団員であると疑われる蓋然性が極めて高い場合に照会がなされること）について、十分理解した上で申込みを行うことができるよう、暴力団員情報の収集について入居申込案内書等で適切に説明すること。　　
